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1.　緒　　　　言

高層建物や長大橋の主塔などの塔状構造物は，風や地震
などの外力に起因して振動が発生し，居住性，施工性，安
全性などに影響を及ぼすことがある．このため，構造物の振
動を低減する各種の制振技術が実用化されている．なかで
も，アクティブ式制振装置 ( Active Mass Damper：AMD )

は構造物に設置したセンサの計測値に基づき可動マスを能
動的に駆動することで高い振動低減効果を発揮するため，
数多くの構造物に適用されている．第 1 図に IHI グルー
プの AMD の概観を示す．
一方で，AMD の制振性能は対象構造物の振動特性を基
に設計した制御器に依存するため，運用中に固有振動数や
減衰などの特性が変化すると，設計時の制御器では所要の
性能を維持できなくなることがある．
そこで本稿では，既存の H∞ 制御器を活用しつつ，その
後段に接続した低次元の直列フィルタのみを調整対象と
し，運用中に取得した応答データに基づいて制振性能を回
復させる手法を紹介する．本手法は，構造物特性の再同定
や制御器全体の再設計を伴わず，少数のパラメータ更新に
よって性能維持・回復を図る点に特徴がある．

以下では，まず AMD の概要と振動特性変化に伴う課
題を整理し，次に提案手法の構成と調整手順を述べる．さ
らに，解析および模擬試験による検証結果を示し，有効性
を明らかにする．

2.　背 景 と 課 題

2. 1　AMD の概要

AMD は構造物に取り付けた可動マスをアクチュエータ
で駆動し，その反力によって構造物の振動を低減する装置
である．AMD の概略構成を第 2 図に示す．可動マス，
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第 1 図　IHI グループの AMD の外観
Fig. 1　Overview of active mass damper ( AMD ) system of IHI Group
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構造物の応答（加速度など）を計測するセンサ，応答に
基づいて制御入力（指令信号）を算出する制御器が実装
された制御装置，および可動マスを駆動するアクチュエー
タ（リニアモータ，ボールねじ機構付きモータなど）か
ら構成される．可動マスを適切な位相と振幅で動作させる
ことで，構造物の揺れを効果的に抑制できる点が特徴であ
る．

AMD の制御器は，構造物の固有振動数や減衰といった
振動特性を踏まえ，所要の制振性能を満足するよう設計す
る必要がある．IHI グループでは，これまで主としてロバ
スト制御（外乱や不確かさに対して頑健な（ = ロバスト
な）制御システムを実現するための手法）の一種である
H∞ 制御を用いた AMD の制御器設計を行い ( 1 )，多くの
適用実績を有している ( 2 )．H∞ 制御は，外乱やモデル誤差
に対しても所要性能を確保しやすい設計法であり，高い制
振性能を発揮している．

2. 2　振動特性の変化と従来運用の課題

一方で，実構造物では，設計時に想定した振動特性が運
用期間中に変化することがある．高層建物では経年変化や
地震の前後で固有振動数が変化することが報告されてい
る ( 3 )．また，橋梁主塔では架設進行に伴う構造の変化に
より振動特性が大きく変動する．このような大きな変動が
生じた場合，設計時点の振動特性に合わせて調整された制
御器では，制振性能が低下することがある．
このような特性変化に対して，従来は現場で構造物の振
動特性を都度，再同定または推定したうえで制御器を調整

する対応が行われてきた．しかし，この方法は，計測，モ
デル更新，制御器調整に時間と手間を要することから，運
用上の負担が大きいという課題があった．
このような背景から，振動特性変化後においても，現場
で短時間かつ少ない作業負荷で制御性能を回復できる技術
が求められている．本稿で扱う手法は，構造物特性の再同
定や制御器全体の再設計を伴わず，運用中に得られる応答
データを用いて，データ駆動型制御によって制御調整を行
うものである．
データ駆動型制御とは，詳細な数理モデルを作り直す代
わりに，観測されたデータと既存の制御器設計時の情報を
基にパラメータを更新する制御手法である．本手法は完全
なモデルフリー制御ではなく，既存の制御器情報を活用し
ながら，運用データに基づいて再調整を行うため，既存の
H∞ 制御の特徴を保持しながら制御調整することが可能で
ある．
以降では本手法の考え方と手順を説明し，解析および模
擬試験によって確認した結果を示す．

3.　データ駆動型制御を用いた制御調整

3. 1　基本方針

現場での制御調整を容易にするため，本稿では既存の制
御器は大きく変えず，調整対象を少数のパラメータに限定
する方針を採る．具体的には，初期段階で設計する H∞ 制
御器の後段に低次元のフィルタを直列に接続し，振動特性
が変化した場合は，フィルタの少数のパラメータのみを調
整する構成とした．この構成により，制御器全体の再設計
をせずに制御特性のずれを補正できるため，既存の H∞ 制
御器が持つロバスト性を維持しつつ，現場適用しやすい制
御調整を可能とする．

3. 2　制御器構成

提案する制御器の構成を第 3 図に示す．固定した H∞ 制
御器の出力に対し，低次元フィルタを直列に接続してアク
チュエータへの指令値とする．運用開始時には，フィルタ
が制御帯域に不要な影響を与えないようパラメータを初期
設定し，フィルタを含めた系を制御対象として H∞ 制御器
を設計する．その後，構造物の振動特性が変化した場合に
は，フィルタパラメータのみを更新することで，AMD の
制振性能を維持する．
ここで，制振装置の制御対象である構造物の 1 次モー
ドの固有振動数が経年変化や大地震などで変動する場合，
低下する方向に変化することが多い．そこで，本稿では
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第 2 図　AMD の概略構成
Fig. 2　Simple model of a tall structure with AMD
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H∞ 制御器の後段に，制御器のゲイン特性を低周波側に下
げつつ，変動によって生じる位相進みを遅らせるための
ローパスフィルタ ( Low-Pass Filter：LPF ) を直列接続し
た場合について検討を行った．なお LPF は，DC ゲイン 

k，カットオフ周波数 f l を調整対象のパラメータとして，
( 1 ) 式の伝達関数で表される 2 次フィルタを採用した．
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3. 3　データに基づく調整手順

フィルタパラメータの調整は，振動特性が変動した後の
構造物から得られる応答データを用いて行う．調整のため
の最適化計算は次の手順で行う．

( 1 ) 振動特性変動後の構造物に対し AMD が動作し
ている際の構造物応答データを一定時間記録する．

( 2 ) 記録したデータと，変動前に把握している基準特
性（設計時の振動特性など）を用いて，制御調整の
最適化計算に必要な外乱相当成分を推定する．

( 3 ) 候補となるフィルタパラメータを与えたときの外
乱相当成分に対する応答を計算し，実際に記録した
データとの差（時間領域の二乗誤差）を評価する．

( 4 ) 評価値が小さくなるように反復計算し，最終的な
フィルタパラメータを決定する．

このように，制御器全体を再設計することなく，運用中
に取得可能なデータに基づいて調整を行うことで，振動特
性変化後の制振性能回復を図っている．

4.　有 効 性 検 証

4. 1　解析による検証

提案手法の有効性を確認するため，まず解析による検証
を行った．解析モデルの主要諸元を第 1 表に示す．初期
制御器は，制振対象である 1 次モードに対して所要の減
衰性能を与え，2 次モードをロバスト安定化するように設

計した．初期制御器の入力から出力までの周波数応答を
第 4 図に示す．直列に接続した LPF は初期状態では制御
帯域である 1 次固有振動数 ( 0.40 Hz ) 近傍の周波数に大

第 1 表　解析諸元
Table 1　Parameters of simulation model

項　　　　　　　目 単　位 値

モ ー ド 質 量（ 1 次） kg 3.0 × 107

モ ー ド 質 量（ 2 次） kg 4.8 × 107

初期固有振動数（ 1 次） Hz 0.4

初期固有振動数（ 2 次） Hz 1.2

モ ー ド 減 衰 比（ 1 次） － 0.01

モ ー ド 減 衰 比（ 2 次） － 0.03

可 動 マ ス 質 量 kg 6.0 × 104

可動マス等価固有振動数 Hz 0.8

可 動 マ ス 等 価 減 衰 比 － 1

LPF 初期カットオフ周波数 Hz 10

L   P   F 初 期  D   C ゲ イ ン － 1

応答（ 可動マス変位 ）制御対象
（ アクチュエータ，可動マス，構造物 ）

外乱（ 風，地震 ）

固定制御器
（ H∞制御器 ）

応答（ 構造物変位 ）
フィルタ

実装する制御器

制御入力

H∞制御器設計時の制御対象

第 3 図　提案手法の構成
Fig. 3　Concept of the proposed method
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Fig. 4　Frequency response function ( FRF ) of initial H∞ controller
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きな影響を与えておらず，運用開始時には従来の H∞ 制御
器と同等の制御特性を有していることが分かる．
次に，構造物固有振動数が低下する場合を想定し，固有
振動数が 0.32 Hz（ 1 次），0.96 Hz（ 2 次）となった場合
の固有振動数変動前後の風外力に対する構造物変位の周波
数応答を第 5 図に示す．変動前には，1 次モード近傍で
十分な制振効果が得られている．一方，変動後には，1 次
モード近傍のゲイン（応答倍率）のピークが低周波側に
移動するとともに，その大きさも増加している．この図か
ら，構造物特性の変動により，制振性能が低下しているこ
とが分かる．
また，風外力を受けた場合の構造物の制振時の加速度時
刻歴波形を第 6 図に示す．調整前条件では，固有振動数
変動後は変動前に対して応答加速度が大きくなっているこ
とが確認できる．これにより，周波数応答上の性能低下が
時間領域の応答としても現れていることが分かる．
次に，固有振動数変動後の 0 ～ 100 s の応答データを
用いて LPF のパラメータを最適化した．調整の結果，パ
ラメータは，f l = 0.6536 Hz，k = 1.561 と求まった．制御
調整前後の制御器の周波数応答を第 7 図に示す．この図
から，制御調整後には制御特性が低周波側へ移動し，固有
振動数低下後の構造物特性に追従するように補正されてい
ることが分かる．
さらに，制御調整前後における風外力から構造物変位ま
での周波数応答を第 8 図に示す．調整後には，1 次モー

ド近傍の応答倍率の極大値が低下し，その周波数（共振
点）も変動後の固有振動数に近づいている．このことか
ら，提案手法により主要モードに対する制振性能が回復し
ていることが分かる．
調整前後の構造物応答加速度の時刻歴波形を第 9 図に，
その周波数分析結果を第 10 図に示す．時刻歴波形から
は，最適化に使用した区間 ( 0 ～ 100 s ) 以降も振動低減
効果が維持されていることが分かる．
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第 5 図　固有振動数変動前後の風外力から構造物応答までの周波 
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第 6 図　構造物の制振時加速度時刻歴波形（制御調整前）
Fig. 6　Structure acceleration time history with control before adjustment
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また，周波数分析結果からは，制振対象である 1 次
モード成分が低減している一方，2 次モード成分には大き
な変化がないことが分かる．これにより，本手法が制御調
整に有効であることが確認できる．

4. 2　模擬試験による検証

続いて，提案手法の有効性を模擬試験装置により確認し
た．試験装置の外観を第 11 図に，主要諸元を第 2 表に

示す．試験装置は，1 枚の天板と天板を支持する 2 枚の板
で構造物を模擬しており，天板に AMD が設置されてい
る．本試験では，天板に錘

おもり

を付加することで 1 次固有振
動数を低下させ，振動特性変動後の状態を模擬した．
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第 9 図　制御調整前後の構造物加速度時刻歴波形
Fig. 9　Structure acceleration time history before and after adjustment

0.25 0.400.350.30

周波数  ( Hz )

ゲ
イ
ン

  (
 d

B
 )

20

30

25

10

0

15

5

35

( a )　1次固有振動数近傍

0.85 1.050.95 1.000.90

周波数  ( Hz )

ゲ
イ
ン

  (
 d

B
 )

0

−5

−15

−20

−10

5

( b )　2次固有振動数近傍

：非制振（ 変動後 ）
：制振（ 調整前 ）
：制振（ 調整後 ）

：非制振（ 変動後 ）
：制振（ 調整前 ）
：制振（ 調整後 ）

ゲイン
低下

第 8 図　制御調整前後の風外力から構造物変位までの周波数応答 
 の比較 

Fig. 8　Comparison of FRF of structure displacement before and after  
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第 10 図　制御調整前後の構造物加速度の周波数分析結果
Fig. 10　Structure acceleration Fourier spectra before and after  
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第 11 図　模擬試験装置の外観
Fig. 11　Overview of test equipment

第 2 表　模擬試験装置諸元
Table 2　Parameters of test equipment

項　　　　　　　目 単　位 値

モ ー ド 質 量（ 1 次） kg 34.3

初期固有振動数（ 1 次） Hz 0.824

モ ー ド 減 衰 比（ 1 次） － 0.00416

可 動 マ ス 質 量 kg 6.5

可動マス等価固有振動数 Hz 2.12

可 動 マ ス 等 価 減 衰 比 － 3.42

LPF 初期カットオフ周波数 Hz 10

L   P   F 初 期  D   C ゲ イ ン － 1
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錘付加前後の模擬試験装置の外力から変位の周波数応答
を第 12 図に示す．この図から，錘付加により 1 次固有
振動数が 32％低下し，設計時から大きくずれた状態を模
擬できていることが分かる．
次に自由振動をさせた際の加速度時刻歴波形を付加錘の
有無で比較した結果を第 13 図に示す．錘を付加しない状
態では，目標減衰比 5％として設計した初期制御器により
十分な減衰が得られている．一方，錘付加後には，初期制
御器では振動の減衰が不十分となっており（非制振時の
減衰比よりも小さくなっており），振動特性変動により制
振性能が著しく悪化し，むしろ加振していることが分か
る．なお，実際の製品には安全装置が組込まれており，
AMD が加振する状況になると可動マスが停止するため，
このような状況は生じない．
この自由振動データを用いて直列フィルタのパラメータ
を最適化した．調整の結果，パラメータは，f l = 1.565 Hz，
k = 0.9441 と求まった．自由振動をさせた際の制振時の加
速度時刻歴波形を制御調整前後で比較した結果を第 14 図

に示す．初期制御器では，錘付加後に減衰特性が著しく悪
化したが，制御調整後には減衰比 5.3％と目標の減衰比を
上回っている．以上から，模擬試験においても，本手法に
より変動後の振動特性に適応した制御調整が可能であるこ
とを確認した．

5.　結　　　　言

本稿では，振動特性が変化する構造物に対しデータ駆動
型制御を適用し，応答データに基づいて制御調整を行う技
術について紹介した．既存の H∞ 制御器に低次元フィルタ
を直列接続し，フィルタパラメータのみを更新すること
で，モデル再同定や制御器再設計を行うことなく制振性能
の維持を図る考え方を示した．また，解析および模擬試験
により，提案手法の有効性を確認した．
今後は，適用対象の拡大に向けて，固有振動数が上昇す
る場合の適用手法の検討や，本手法の適用性の限界の整理
を行い，長大構造物における制振装置の運用性向上と，振
動低減性能の安定的な維持につなげることを目指す．
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